
様式第4号 

特別措置条例による不動産取得税の不均一課税に係る申告書 

不 動 産 の 取 得 者 の 氏 名 

  法人にあつては，名称

及び代表者氏名 

  

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 
  

↓個人番号の記載に当たつては，左端を空欄とし，ここから記載してく

ださい。 

                          

家 屋 の 建 設 に 着 手 し た

(着手しようとする )年月日 

  

取得した家屋を事業の用に供し

た(供することとなる)年月日 

  

新設し，又は増設した一の生産

設備の減価償却資産の取得価額 

  

増 加 雇 用 者 数 

  

 

(備考) 

1 「増加雇用者数」欄は，道路貨物運送業，倉庫業，こん包業又は卸売業の用に供する設備を新設し，又は増設

したもののみ記載すること。 

2 この申告書は，茨城県県税条例第41条の7に規定する申告書に添付すること。 

 


